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0.は じ め に

「オ ー ス トリアは ヨー ロ ッパ の 中で 言語 的 に かな り不均 質 の 住民 が い る国 家 で あ る」 と

Haarmann(1993)は 指 摘 して いたが1、 オ イ ロバ ロメータ243(2006)に よ る と、 オース トリア

で 日常語 として ドイツ語 を話 す住民数 の割合 は96%で 、 ドイツの90%、 フ ランスにおけ るフラン

ス語 話者93%に 較 べ る と比較 的高 い2。 しか しまた2001年 の 国民調査結果 を見 る と、11.5%の 住

民 が ドイ ツ語以外 の言語(22種 類 の言 語)を 日常語 と して使用 して いる3。 ドイツ語以外 の言語

を 日常語 として使用 してい るグループ としては、 オース トリア ・ハ ンガ リー帝 国以 降定住 してい

るいわゆ る 「土着少数派」(主 にケル ンテ ンのス ロヴ ェニア語話者、 ブルゲ ンラ ン ドの ク ロアチ

ア語話者 とハ ンガ リー語話者、 ウィー ンのチ ェコ語話者 とスロヴァキア語話者、そ してロマーニー

語話者)と 、東の解放以降 に移住 してきた旧ユーゴスラヴィア継承 国家 の言語を話す 「新少数派」

(ボ スニア語、 クロアチア語、 マケ ドニ ア語、 セル ビア語な どの各話者)が あげ られ る。 さ らに

トル コ語話者 ・クル ド語話者 および東 欧諸 国の言語少数派(ポ ー ラン ド語、 アルバニア語、 ルー

マニア語 の各話者)、 そ して最近 で はアラブ系言語話者 と中国語話者 が 目立 ってい る。 しか し国

民調査 によ る日常語 を尋 ね る調査結果 は、現実 の複雑 な言語生活 を反 映 していない場合 が多 い。

た とえば多数派住民 によ る少数派住民 に対 す る大規模 な弾圧 が行 われてい るケル ンテ ンでは、 あ

る過 去 の調査 に よる と、 スロヴ ェニ ア人 の割合が最 も多 い地域 であ るV61kermarkt地 域 では

ス ロヴ ェニア人 は全住民 の4分 の1に す ぎないに もかかわ らず、全住民 の4分 の3が ス ロヴェニ

ア語 を理解 していた4。 また ブルゲ ンラ ン ドの司教区行政庁 に よるア ンケー ト調査 では、32,000

人 の信者 は クロアチア語 で ミサを聞きたい と望 んでいたが、 国民調査資料 では クロチア語 を話 す

住 民 は19,000人 とい う結果 がでて いる5。 国民調 査結果 に表 れな い実 際の言語状況 を検証す るた

めに、 また少数派住民 に対す る 「同化」 「言語変換」 を理解す るために、 さらにオー ス トリアに

おけ る土着少数派 の言語政策上 の特徴 を把握 す るために、以下 の項 目に沿 って順次論 を進 め るこ
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とに したいQ

1.土 着 少数派 とその歴史 的背景

2.言 語少数派 と言語政策

3.少 数派 の二言語性 とアイデ ンテ ィテ ィ

1.0土 着 少 数 派 と そ の 歴 史 的 背 景

言語 少数派 を表示す る用 語 と して、 ドイツ語 で は主 に 。sprachliche/ethnischeMinderheit"

と 。Volksgruppe"が 使 用 され ている。前者 のMinderheitは 形 容詞 を前 に付 けて、 「言語 的少

数派」、「民族 的少数派」、「社会 的少数派」 な ど、一般 的に様 々な種類 の少数派 を表示 でき るが、

後者 のVolksgruppeは 、 「独 自の言語、 文化、伝統 によ って特徴づ け られるが、独 自の国(国

家)で 生 活 してい ない人種 的少数 派」 を指 して いる。 オー ス トリア の少 数派 は、 従来 後者 の

Volksgruppeで 表 示 され る場合が多 か ったが、最近 では多種多様 な少数派 が問題提起 されてい

る関連 で、土着少数派 について もautochthoneMinderheitenと 一 般 的に表示 されてい る。

本稿 で と りあげる土着少数 派 とは、「三世代以上 その土地 に定住 している」 という条件 を満 た

し、 オース トリア政府 によ って公式 に認定 されてい る民族 グループであ る。 その中で も特 に問題

を多 く抱 えてい るケル ンテ ンのス ロヴェニア語話者、 ブルゲ ンラン ドの クロアチア語話者 とハ ン

ガ リー語話者、 ウィー ンのチ ェコ語話者 とス ロヴァキア語話者、 そ して ロマーニー語話者 を中心

に、彼 らの歴史 的背景 を概説す ることに したい6。

1.1ケ ル ンテンの スロヴェニア人

ケル ンテ ン ・ス ロヴェニア人 の先祖 は、6世 紀後半 にパ ンノニア(現 在 のハ ンガ リー)方 面 か

ら東 アルプスの東側地域 にあた るサ ヴァ川上流 に移住 した。 その後、東 か ら攻 めてきたモ ンゴル

系遊牧民 アヴ ァールに対抗 す るため、 バイエル ン人 に援助 を求 め、8世 紀 中頃バイエル ン ・フラ

ンクの支配下 に入 った。10世 紀後半 に強力 なバイエル ン王 国の植民地 とな り、 それ以 降 この地域

はス ロヴ ェニア語 と ドイツ語 の言語境界地域 とな り、 それは19世 紀 中頃まで変 わ らなか った。 そ

の境 界線 はGail川 中域 か らW6rtherseeとDrau川 北 部地 域 に沿 って西 か ら東 へ、 即 ち

Hermagor/Smohorか らMariaGail/MarijanaZilji,MariaSaal/GospaSveta,Diex/Djekse

を経 てLavamUnd/Labotま で走 ってい る。

比較 的安定 していた政治 的状況 は19世 紀 中頃に一変 した。聖職者 と知識人 を中心 に進 め られた
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ス ロヴ ェニア解放運動 と、 ドイツ系住民 のナ ショナ リズムが対 峙す ることにな り、学校政策 の変

更 な どを通 して、多数派住民 によ る少数派住民 への同化圧力 が高 ま った。1870年 代 以 降に聖職者

を中心 とす る保守 的なス ロヴェニアグループが、選挙 に立候補す るな ど政治活動 を活発化 させた

が、成果 は得 られなか った。彼 らのグループの中には、政治 的アイデ ンテ ィテ ィよ りも民族 的 ・

言語 的アイデ ンテ ィテ ィを重視 す る人 々がいたか らであ る。南 ケル ンテ ンのカ トリック聖職者達

は、 母語 に よって宿 命的 に結 びつ け られ緊密化 されて いたス ロヴェニア民族 を,,Ubermutter"

(超 母 親 的な存在)と してプ ロパ ガ ンダ して いたが、 それ に対 して ドイツ系 ナ シ ョナ リス トは、

合理 的 ・世俗 的イデオ ロギーを対 峙 させ、 ドイツ語 と ドイツ文化 の卓越性 を強調 した。 そ して教

師は聖職者 か ら解放 され指導 的立場 に立 ち、村 のブル ジョア、役人、労働者 さえ も ドイツ系 のナ

ショナル色の強 い政党 に入党 し、 ゲルマ ン化 を進 めるutraquistischeSchule(本 来 の意味 は、

第二言語 ドイツ語 によ る知識習得能力 が十分 な もの とな り、授業語 として母語 であ る少数派言語

が必要 でな くな るまで、母語 と第二言語 を同時に授業語 として使用す る教育体制 を とる学校 の こ

とであ るが、実 際 には形骸化 した二言語授業 を行 う教育体制 の シンボル と受 けとめ られて いる)7

を 支援 し、 ドイ ツ語化 に賛 同 したので ある。 このutraquistischeSchuleは そ の後 徐 々に形骸

化 され、少数言語 の社会化 を妨 げ、 ゲルマ ン化 を進 め る象徴 的な教育政策 とな り、 ケル ンテ ンで

は今 日まで依然 としてナ ショナル的な言語論争 が絶 えない要 因 とな ってい る。

ハ プス ブル ク帝国崩壊後 「セル ビア ・クロアチア ・ス ロヴ ェニア王 国」(dasK6nigreichder

Serben,KroatenundSlowenen=SHS)が 誕 生 した。SHS誕 生 と同 時 に リュブ リアー ナ

(Ljubliana)の ス ロヴ ェニ ア政府 は南 ケル ンテ ンを要求 した。1918年 と1919年 の 国境論争(ケ ル

ンテ ンで は防衛闘争(Abwehrkampf)と 呼 ばれて いる)後 に、 パ リの平和会議で南 ケル ンテ ン

の地域所属 に関す る住民投票 が決定 され、1920年10月10日 に その投票 が実施 された。選挙権所持

者 の半数以上(約59%)は オ ース トリアに投票 したが、 その中には多 くのス ロヴェニア系住民 も

含 まれていた と言 われてい る。

第一共和 国では、多数派 への同化 と ドイツ語化 が顕著 にな った。具体 的には、 ス ロヴェニア語

地 域 か ら ドイ ツ語地 域 へ の ス ロヴ ェニ ア系 司教 と教 師 の配 置転 換、 形骸 化 されたutraqui-

stischeSchuleの 実 施、二言語 地 名標識 の撤去、 ス ロヴ ェニ ア系農 園へ の 「豊 か な ドイ ツ系」

移民者 の入植 な どが挙 げられ る。その後1938年 の オー ス トリアにおけるナチスの権力掌握 によ っ

て、ス ロヴェニ ア系住 民 に対す る過 激な迫害 が行 われ た。即 ち、強制収 容所への移送、抑留 、殺

害 な どで あ る。1942年 に 「ケ ル ンテ ンのた め の解 放前 線 」(BefreifungsfrontfUrKarnten/
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Osvobodilnafronta)と い うスロヴ ェニア ・パル チザ ンが、 ナ チス ドイツに対 す る軍事的抵抗勢

力 を形成 した。 これはナチス ドイツに対 す る唯一名 を挙 げ るに値 す るオース トリアの軍事 的抵抗

勢力 であ り、 これはオース トリアがヤルタ会議 でナチス ドイツによ る最初 の 「犠牲者」 と位置 づ

け られ る根拠 とな ったのであ る。 ここか らオース トリアの政治家達 が好 んで用 い るいわゆ る 「犠

牲者 テーゼ」8が 成立 している。 ナ チス政権崩壊 後、 旧ユー ゴス ラヴィアは連 合国か ら南 ケル ン

テ ンの分離 を要求 した。 この圧力 の下 に第二共和 国設立 時には、 ス ロヴェニア系住民 に対す る寛

大 な政策 が実施 された。 その最 も重要 な政策 が、南 ケル ンテ ン地域 に住 む就学義務 のあ る全 ての

子供 に対す る二言語授業 の導入 であ った。 しか しなが ら1955年 の 国家条約署名後再 び ドイツ系 ナ

ショナル勢力 が形成 され、1980年 代 までに漸次二言語学校制度 の解体 が進 め られたのであ る。 そ

のプ ロセスについては第二章 で取 り上 げたい。

1.2ブ ルゲ ンラン ドの クロアチア人

16世 紀 に主 に経済 的理 由か ら、 クロアチア、 ス ロヴェニア、北 ボスニアの農民 が西 ハ ンガ リー

地域 に移住 した。 さらに1533年 か ら1584年 ま で幾度 もス ロヴァキア、北 オース トリア、 そ して今

日の ブルゲ ンラ ン ドに移 住が進 め られ、17世 紀初 めには約12万 人の クロアチア人 が約200箇 所 の

村 で生活 していた。 クロアチア少数派の ドイツ系多数派へ の同化は、 とりわけスロヴァキアとニー

ダーエスタライ ヒの村 々で、 すでに17世 紀 に始 ま っていた。 その比較 的閉鎖 的な移民地域 で さら

に孤立 した 「言語 島」 が生 じ、 ク ロアチア人の村 は当初 の200箇 所 か ら65箇 所 に縮小 され た。 ブ

ルゲ ンラ ン ド・クロアチア移民地域 の大部分 は、二重帝 国時代 ハ ンガ リー側 に属 していたが、第

一次大戦後 その大部分 はオース トリアに属 す ことにな った
。第一共和 国時代 には、教会 が文化面

での活動 と学校活動 での中心 的な担 い手 であ り、宗派別 の クロアチア語 を授業語 とす る学校 も存

在 していた。1937年 に州学校法 によ って、 クロアチア語 の学校制度 が整 え られ、少数派所属住民

の約70%が 授 業語 として クロアチア語 を選択 していた。 ケル ンテ ンとは異 な って、 ブルゲ ンラン

ドでは20世 紀 までナ ショナル的な分化 プ ロセスは存在 しなか った。 その理 由は、 その地域 が非 ゲ

ルマ ン的な東半分 の帝 国 と関連 があ った と思 われ る。

ナチス時代 には、 クロアチア系 の教会 と学校 での クロアチア語使用 が禁止 されたが、 ブルゲ ン

ラ ン ドの クロアチア人 は、 ケル ンテ ンのス ロヴェニア人 のよ うに、 ナチスによ る迫害 ・被害 を受

け ることは少 なか った。1945年 以 降ブルゲ ンラン ドは 「鉄 のカーテ ン」 の地理 的な辺境 が故 に経

済 的な面 で危機 的地域 とな った。農業従事者 は1951年 の63%か ら、1971年 に は20%に 激 減 した。
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そ して多 くの クロアチア人 は ウィー ンやグ ラーツ地域 へ移住 を強 い られた。 それによ って伝統 的

な村構造 が破壊 され、 その ことが さらに多数派 への同化傾 向を強 め ることにな った。 クロアチア

人 であ るLorenzKarallが1946年 か ら1956年 まで ブル ゲ ンラ ン ドの州首相で あった とい う事実

が、 クロアチア人 の 自意識 を強化 させたが、他方社会民主主義者 であ るクロアチア人政治家達 が

ドイツ系多数派 への同化政策 を推進 させていた。1970年 代 にな って同化政策 を とるグループは影

響力 を失 い、 自立 した クロアチア人 のイ ンテ リ層 が生 まれ、二言語性 と保証 された民族 グループ

権 の確立 が促進 され ることにな る。

現 在の ク ロアチ ア人 は、 ブルゲ ンラ ン ド全 土 にまき散 らされた ように散 在 して いる。 際立 っ

た ク ロ ア チ ア 語 の 言 語 島 と し て は 、Oberwart/Borta,Oberpullendorf/GornjaPulja,

Eisenstadt/Zeljezno,Neusiedl/Niuzaljと そ の周 辺地域 であ る。 それ らの地域 では クロアチア

人 が多数派 とな ってい る。 ブルゲ ンラン ド・クロアチア語 の文語 は、 ダルマチア地方 の方言 であ

るチ ャ方言(Cakavski)に 属 し、 クロアチア共 和国 の文語 であ るシュ ト方 言(Stokavski)9と

は 際立 った違 いがあ る。 そ して クロアチア母 国か らの地理 的な隔離 によ り、比較 的閉 ざされた こ

の 「言語 島」 が、言語 的な面 のみな らず、社会 的 ・経済 的な面 で も、少数派 の維持 に長年寄与 す

ることにな ったのであ る。

1.3ブ ルゲ ンラン ドとウィーンのハ ンガ リー人

ブルゲ ンラ ン ドのハ ンガ リー人 は、11世 紀 にマ ジャール人 の権力地域 であ る西側境界 に移住 さ

せ られた国境監視人 の子孫達 であ る。彼 らの大多数 は数世紀 の間に西 ハ ンガ リーの ドイツ語 を話

す住民 へ と同化 吸収 された。1835年 の フェルデ ィナ ン ド1世 即位 の1年 後、即 ち1836年 に役所言

語 としてハ ンガ リー語 が導入 されたが、 その事実 がブルゲ ンラン ドのハ ンガ リー人 の言語 的アイ

デ ンテ ィテ ィを保護 す る ことにな った。 当 時彼 らは三 つ の言 語 島で あ るOberwart/Felsoor,

0ber-undMittelpullendorf/Felsopulya,Seewinkel/Konzepplulyaに 分 散移住 していた。1921

年 の オース トリアへの併合 の流 れの中で、 この民族 グループは新 たに設立 されたオース トリア第

一共和 国の中では少数派 とな った
。多 くの中間層 とイ ンテ リ層 がハ ンガ リーへ移住 したか らであ

る。 ブルゲ ンラン ドのハ ンガ リー人 に とって も、 クロアチア人 の場合 と同様 に、第一共和 国にお

いては教会 が中心 的な文化 的役割 を果 た していた。 ナチス政権 によ るこれ らの民族 グループへの

迫害 は、ケル ンテ ンのスロヴェニ ア人 に較べる と遙 かに少なか った。1945年 以 降 「鉄のカーテ ン」

の設置 と母 国の孤立化 によ って、 マ ジャール人 に対 す る ドイツ系多数派 によ る同化 吸収化 が進 ん
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だ が、1980年 代 終 わ りのハ ンガ リーの民主 的解放 によ って、母 国ハ ンガ リー とブルゲ ンラン ドの

ハ ンガ リー人 の交流 が再 び活発 にな ってい る。

ウ ィー ンのハ ンガ リー人 の歴史 は、 ウィー ンのチ ェコ人 とス ロヴァキア人 と同様 に、1526年 に

FerdinandI.が ボ ヘ ミア とハ ンガ リーを相続 した史 実 と深 い関わ りがあ る。 ウ ィー ンはハ ン

ガ リー王 国の首都 にな り、 ハ ンガ リー出身 の多 くの貴族 ファ ミリーがハ ンガ リー人 の使用人 と共

にウ ィー ンに定住 した。 ハ ンガ リーの学生達 もウィー ン大学 で学 び、17世 紀 の終 わ り以 降多 くの

ハ ンガ リー出身 の有力 な商人 もウィー ンに定住 した。 ウィー ンでのハ ンガ リー人 の数 は恒常 的に

増 え続 け、1910年 に は139,300人 と な っていた。オ ース トリア ・ハ ンガ リー帝 国崩壊 後、 当然 の

事 であ るが、 それぞれの母 国への移民帰 国者 が増 えた。 ウィー ンに残 ったハ ンガ リー人 は、第1

次 共和 国の国民調査 によ ると1～2千 人 ほ どであ る。 さらに第2次 世界大戦 と冷戦 が、 ウィー ン

のハ ンガ リー人減少 に拍車 を掛 けた。 ブルゲ ンラン ドか らの移民 と1956年 の ハ ンガ リー動乱 によ

る逃亡民 の流入 があ ったが、逃亡民 の約6%ほ どがオース トリアに定住 したに過 ぎない。 ウィー

ンのハ ンガ リー人 は、1992年 に よ うや く土着少数派 と認定 され、現在 ではブルゲ ンラン ドのハ ン

ガ リー人 もウ ィー ンのハ ンガ リー人 も人 口が増加 す る傾 向にあ る。 その結果、 ウィー ンとブルゲ

ンラ ン ドにおけ るハ ンガ リー語 の需要 が高 ま ってい る。

1.4ウ ィ ーンの チェコ人 とスロヴ ァキア人

ウ ィー ンにお けるチ ェコ人 とス ロヴ ァキア人 の移民 に関す る最初 の記録 はPremyslOttokar

II.(1253-1278年)の 時代 に遡 るが、 とりわけRudolfII.の 死(1612年)と プラハ か らウ ィー

ンへの役人 と公 的資料 の移転 に伴 って、多 くのチ ェコ人 とス ロヴァキア人 が移動 してきた。19世

紀後半 には さらに活発 な文化 的活動 が進 んだ。特 に1865年 の 「スラブ協会」(VereinsSlawische

Bewegung/Slovnskabeseda)の 創 設 と1872年 の学校 財団Komenskyloの 設 立が注視 される。

後者 はウ ィー ンにおけ るチ ェコ人 のための教育文化機 関の象徴 的存在 とな った。 ス ロヴァキア人

の農民 は主 に北東ニー ダーエ スタライ ヒのMarchfeldに 移 住 し、農民以外 の社会層 に所属す る

チ ェコ人 とス ロヴ ァキア人 は ウィー ンに集 中的に移住 した。特 に1880年 か ら1890年 ま で、産業 ・

道路工事従事者 として労働者 の大 きな波 が押 し寄 せ、20世 紀初 めには ウィー ンは約20万 人 のチ ェ

コ人 とスロヴ ァキア人が住 み、 ヨーロ ッパで二番 目に大 きなチ ェコ人 とスロヴ ァキア人 の町 とな っ

た。

帝 国崩壊後、チェコ人 とス ロヴ ァキア人の大 多数 は新 たに設立 されたCSR(CeskaaSlovenka

一190一



オース トリアの土着少数派 と言語政策

republika、 チ ェコスロヴァキア共和 国)へ 戻 った。 しか し1923年 の 国民調査 では約8万 人のチ ェ

コ人 とス ロヴ ァキア人 が ウィー ンに残 っていた。 そ して両次大戦 間にすでに公立 と私立 の学校 が

ウ ィー ンに存在 してい る。1926年 に は45校 の私立、15校 の公立学校 と幼稚 園が存在 していた。 ナ

チス政権時代 にはチ ェコ協会が消滅 させ られ、民族 グルー プの代表者達 も大規模 に迫害 されたが、

他方 ウ ィー ンにはチ ェコ人 の抵抗 グループが結成 された。共産主義者、社会主義者、 そ して他 の

左派 か ら形成 された抵抗 グルー プ 「KP6チ ェ コセ クシ ョン」には、約200人 の メ ンバ ーが参加 し

た。彼 らは幾多 のナチス軍事施設 を破壊麻痺 させたが、約70名 のチ ェコ人抵抗運動 闘士達 が犠牲

者 とな った。ナチス政権 崩壊後、1945年 に チ ェコ政府 はCSFR(CeskaaSlovenkafederativna

republika、 チ ェコスロヴ ァキア連邦共和 国)へ の移民帰 国を宣言 し、 ウ ィー ンに残留 したチ ェ

コ人 は1951年 に は約3,500人 ほ どに減少 した。1968年 の 「プラハ の春」 制圧後、約1万 人 のチ ェ

コ市民 がオース トリアに庇護 を求 めて移住 してきたが、 それ以 降再 び ウィー ンのチ ェコ人住民 の

再生 が進 む ことにな る。

2001年 の 国民調査11で はチ ェコ語 を話す住民 は17,742名(そ の内、 オース トリア国籍保有者 は

11,035名)、 スロヴ ァキア語 を話 す住 民は10,234名(そ の内、オー ス トリア国籍保有者 は3,343名)

で あ る。土着少数 派 と認定 されて いる(国 籍 を保有 してい る)ウ ィー ンのチ ェコ人 は5,778名 、

ス ロヴァキア人 は1,732名 で ある。1951年 の ウ ィー ンのチ ェコ人 国籍 保有者(当 時は スロヴ ァキ

ア人 も含 まれ る)は 、3,348名 で あるが、それ と比較す ると増加傾 向が見 られ る。 この民族 グルー

プはウ ィー ンの幾多 の地域(主 に2、3、10、15、16、20、21区)に 分散 して定住 してい る。 こ

の少数派 の社会 的な関わ りは、今 日では基本 的に ドイツ系住民 と大 きな差異 はない。 また以前活

発 であ ったチ ェコ共 同組合 と労働組合 も復活 してい る。

1.5ロ マ人 とジンティ人

Roma(ロ マ 人、非 ドイツ系)とSinti(ジ ンテ ィ人、 ドイ ツ系)の オース トリアで の歴史 は

15世 紀 まで遡 ることができ る。彼 らは、今 日のブルゲ ンラン ド地域 に15世 紀 頃いわゆ るツ ィゴイ

ナー(Zigeuner)と して遊牧 民的な生活 を送 っていた。冬 にはあ る場所 に留 ま り、 夏 には箒作

り職人、篭職人、蹄 ・鍛冶屋 として旅 に出ていた。彼 らはまた馬商人 で もあ り、音楽家 としての

才能 もあ った。18世 紀以 降にな るとブルゲ ンラン ドの ロマ人達 は、村集落 か ら外 へ強制 的に移住

させ られた。1938年 以 前 にはオース トリアに約11,000人 の ロマ ・ジンテ ィ人が数え られ る。

ロマ ・ジンティ人 に対 す る何世紀 に も渡 る迫害 は、 ナチ政権下 でその頂点 に達 した。 「反社会
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的 で人種 的に劣等 な もの」 として、彼 らはナチ政権 の人種絶滅計画 の流 れの中で、1938年 以 降組

織 的に迫害 され、強制収容所 へ連 れ去 られ殺害 された。定住 していたブルゲ ンラン ドの ロマ人 の

うち、 ナチ時代 を生 きのびたのは約10%に す ぎない。彼 らは1945年 以 降彼 らの戦前 の住居 に戻 っ

たが歓迎 されず、1960年 代 には多 くのブルゲ ンラン ドの ロマ ・ジンテ ィ人達 は ウィー ンへ移住 し

た。60年 代 の労働移住 の流 れの中で、 旧ユー ゴス ラヴィアか らもロマ人達 の移住 が行 われた。 し

か しロマ ・ジンティ人達 に対す る差別 は、第二共和国で も終 ることはなか った。多 くの者 は国籍 ・

市民権が得 られず、適切 な補償 も与え られなかった。1993年 によ うや くオース トリア政府 はロマ ・

ジンテ ィ人 を少数派 グループ と認定 し、 オース トリアは ヨー ロッパ で彼 らを公 的に認定 した最初

の国家 とな った。

ロマ ・ジンテ ィ人 に関 して信頼 に値 す る人 口統計学上 のデータは存在 しない。彼 らは1993年 ま

で公 には少数派 として認識 されていなか ったか らであ る。 しか しこの民族 グループは1945年 以 降

自ら住民登録 を避 けていた理 由があ る。それ は第一共和国時代 にEisenstadtに 設 置 されていた

Zigeunerkartothek(ツ ィ ゴイナー台帳)が 、 ナチス当局に よって 「抹殺 キ ャンペ ー ン」 のため

の 「価値 あ る」書類 として利用 されたか らであ る。2001年 の調査 では公式 に認定 された国籍保有

の ロマ ・ジンティ人 は、4,348名(国 籍 を もた ない住民 を含 め ると6,273名)と されて いるが、 旧

ユー ゴスラ ヴィアか ら移住 してきた ロマ人 を含 め ると約1万 人 ほ どい ると推測 され る。

ブルゲ ンラン ドの ロマ ・ジ ンテ ィ人達 は、1945年 以 降 も集落内部への移住を拒否 され、 ゲ ッ トー

化 が継続 的に進 んでい る。 それ故、彼 らの多 くは遊牧民 的な生活様式 を捨 て、 ウィー ンのよ うな

大都会 へ身 を潜 め る傾 向にあ る。 ブルゲ ンラン ドに残留 してい るロマ ・ジンテ ィ人達 も行商人 や

中古 品販売業 者 と して働 く者 が増 えて きた。1990年 頃 か ら他 の少 数派 と共 に少数派 の権利 を主

張 す る団体 で あ るVereinRoma(1989)、Kulturverein6sterreichischerRoma(1991)、

RomanoCentro(1991)、Verband6sterreichischerSinti(1993)が 設 立 された。 これ らの組

織 ・団体 は、少数派 に対 す る多数派 の意識改革 ・改善活動 に貢献 してい る。

2.0言 語少 数派 と言 語政 策

第一章で概説 したオース トリア土着少数派達は、彼 らの少数派権利をどのような法的根拠に基

づいて主張 し、また状況改善を要求 しているのであろうか。次に言語政策的な面から検討す るこ

とにしたいQ

今 日のヨーロッパにおいては少数派保護の理念は、国際的な各機関、例えば欧州評議会(Eu一
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roparat)、 欧 州安全保 障協力機構(OSZE-OrganisationfurSicherheitandZusammenarbeit

inEuropa)、 あ るいは欧州各 国の憲法 ・基本法 に含 まれ る人 権宣言等 で表明 されてい る。 しか

し憲法上 の規定 を現実化す ることが如何 に困難 であ るか とい う事実 を、次 に指摘す るオース トリ

アの例 が端 的に示 してい る。 そ こでまず憲法上 の規定 を、 さらにオース トリア第二共和 国におけ

る言語政策上 の諸規定 を検証 す ることに したい。

2.1言 語少数派と憲法 ・国家条約 ・民族グループ法

言語少数派の保護は歴史的に見て比較的古い出来事ではない。それは19世紀末に政治的要因と

して活発になり、国家による少数派保護理念の基盤は、オース トリア帝国とその帝国領地で立案

されたと言われている。故に、オース トリアの歴史家であるG.Stourzhは 、「言語少数派は今

日の共和国よりも帝国時代においてより優遇されていた」12と述べている。帝国時代の言語少数

派の法的な状況について、1867年12月21日 の国家基本法の第19条(少 数派の権利)に は、次のよ

うに規定 されている。

「国家の全ての種族(Volksstamm)は 同権である、そして各種族はそのナショナリティ

と言語を保持育成する不可侵の権利をもつ」(第1項)。

「全ての州地域で通常使用されている言語の同権が、学校、役所そして公の生活で、国家

により認識 されている」(第2項)。

「幾多の種族が住んでいる州地域では、公共の授業施設で、第二の州地域言語の習得を強

制す ることなく、各種族が彼 らの言語による教育のために必要な手立てをとるべきである」

(第3項)13。

さらに少数派保護 規定 は1920年 以 来サ ンジェル マ ン(St.Germain)国 家 条約(62か ら69条 項

まで)に よ って次 のよ うに確立 されてい る。

「オース トリア国家に所属する全ての者は、種族、言語、宗教の違いにかかわ らず、 この

法の下で平等であり、同 じ市民権利および政治的権利を享受する。(中 略)オ ース トリア国

家に所属す る者にとっては、個人の会話や商取引で、宗教、報道、あるいは何 らかの公の施

設で、あるいは公の集会で、何 らかの言語を自由に使用することに関して制限されることは
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な い 」(66条 項)14。

また68条 項 には、公共 の授業施設(学 校)が 扱 われ、 そ こでは民族学校 での独 自言語 によ る授

業 が確約 されてい る。 ドイツ語 の授業 は、 これ らの学校 では 「必修義務科 目」 であ ったが、 ドイ

ツ語 は 「授業語」 とされていなか った。

今 日の第二共和 国の言語政策 の基礎 とな るのが、1955年5月15日 の オース トリア国家条約第7

条 であ る。第1条 項 では、「ケル ンテ ン、 ブルゲ ンラン ド、 シュタイアーマル クの スロヴ ェニア

とクロアチアの少数派 に所 属す るオ ース トリア国籍保有者 は、(中 略)他 の全てのオ ース トリア

国籍保有者 と同様 に、組織 ・集会 ・報道 の各分野 で独 自の言語 を使用す る権利 を持 つ」 と定 め ら

れてい る。第2条 項 では、「ス ロヴェニ ア語 あるいは クロアチア語 による初 等学校授業へ の要求

と、 適切 な数の独 自の中学校 開設 要求」 が掲 げ られてい る。第3条 項 では、混交言語 地域 での

「役所言語」 と しての ドイツ語 に加 えて、 スロヴ ェニア語 とクロアチア語 の許 可が規定 され、 そ

の地域 のた めの二言語 によ る地名表示が約束 されて いる。第4条 項 では、「文 化的施設、行政及

び司法上の施設」への平等の関与 が定 められている。そ して第5条 項で は、 クロアチア とスロヴェ

ニア住民 に 「少数派 としての権利、 自治組織 ・機 関の活動」 が認 め られてい る15。

この国家条約第7条 は、 少数派権利認可 のため に、「数 による原理」導入 を意識的 に避 けてい

る。領土 に関す る記述 として 「ス ロヴェニア人、 クロアチア人、 あ るいは混合住民 のい るケル ン

テ ン、 ブルゲ ンラン ド、 シュタイアーマル クの行政 ・司法地域」 が記載 されてい るが、 「数原理」

導入 は、 国内に少数派民族 問題 を抱 えていた当時の条約提携 国の一 つであ るソビエ ト連邦 か ら拒

否 された ことが、国家条約交渉か ら明 らか にな って いる16。 しか しこの 「数原理」を1976年7月7

日の民族 グルー プ法(VGG=Volksgruppengesetz)が 導 入 して いる。 これをオ ース トリア連邦

政府 は第7条 に対 す る施行法 とみな してい るが、少数派代表者達 か らは憲法違反 として拒否 され

てい る。このVGGに は 「連 邦領土の一一部 に住居 を もち定住化 し、オース トリア国籍 を持 ち、 ド

イツ語以外 の母語 と独 自の民族性 を もつ者」(第1条 第2節)17と い う民族集 団の概念規定 が定 め

られ、また このVGGに よ って連邦総理府 内に 「民族集 団諮 問会(VGB-Volksgruppenbeirat)」

が設置 され、民族 問題 を専 門的に審議 してい る。 国家条約 で認 め られたス ロヴェニア系 とクロア

チア系少数集 団以外 に、ハ ンガ リー系 とチ ェコ系 もこのVGGに よ って正式 に少数派集 団 と認

め られた18。

この民族 グループ法 によれば、二言語地名標識 は、住民 の25%以 上 がその民族 グループに所属
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す ると認められる地域で取 り付けられる。役所言語に関しては、住民の20%以 上が民族グループ

に所属すると認められる地域に限られている19。その数字は役所による統計調査結果に基づいて

いるが、その民族調査結果の信愚性を疑 う少数派住民が多いことも事実である。役所により確定

された共同体地域以外に住んでいる少数派の人達は、彼 らの母語を役所言語 として利用すること

ができない。 もちろん少数派に確約された政治的代表(た とえば、イタリアや ドイツの地方政府 ・

州政府、あるいは国民議会 ・連邦議会におけるような少数派に保障された代表)は 、オース トリ

アでは法的に認められていない。

政治活動での少数派の関与は、既成政党の枠内で、あるいは民族 グループ委員会の協議委員会

においてのみ可能である。独 自の政治的代表は少数派には割 り当てられていない。ケルンテンの

場合は、1970年 代にスロヴェニア人 リス トによる選挙区設定が変更 され、スロヴェニア語を話す

住民は四つの異なる選挙区に分断され、州議会選挙での少数民族代表選出の可能性が低 くなった。

民族グループ法をさらに詳細に観察す ると、二言語地名標識 と役所言語に関して以下の事実が

確認 される。1977年3月31日 実施のスロヴェニア語に関する民族グループ法により、ケルンテン

の二言語使用地域の六分の一でのみ二言語地名標識が設置 された。役所語に関しては35か所の二

言語共同体の内14か所においてのみスロヴェニア語が役所語 として使用されている20。ブルゲン

ランドのクロアチア語に関しては、州政府は11年 間も詳細な規定を公布することを怠 り、1987年

に民族 グループは 「役所言語に関して民族 グループ法は憲法違反である」 と憲法裁判所に告訴 し

た。その結果1990年 に役所言語 としてのクロアチア語の使用が認められた。 しかし州首都である

Eisenstadtは その使用が除外 されている。ゲルマ ン化を進める多数派行政機関のシンボル的な

場所での少数派役所言語の使用が政治的な立場から拒否 されたのである。ブルゲンランドの複数

言語による地名標識は、その権利が憲法で確立 されてから45年経た2000年 にようやく設置 された

のである。

現在のオース トリア第二共和国における言語政策上の規定は、主に国家語 ドイツ語 と土着の少

数言語に関す るものである。両者に共通す る言語法上の最重要規定は、連邦憲法第8条 第1項 で

ある。

連邦憲法第8条

第1項:ド イツ語は共和国の国家語で、連邦法によって少数民族に与えられた権利を害する

ことはない。(1945年5月8日)
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共 和 国(連 邦、州、市 町村)は 、土着 の民族集 団で表現 され る彼 らの豊 かな言語 的

文化 的多様性 を認 め る。 これ ら民族集 団の言語 と文化 の存在 ・存続 は注視 され、保

護 され、促進 され る。(2000年8月1日)

オ ース トリア手話 は独立 した言語 と して認識 される。 詳細 は法 に規定 す る。(2005

年9月1日)21

連 邦 憲法第8条 第1項 が1945年 に制定 されてか ら55年 経過 した2000年8月 にその第2項 が成立

したの は、 当時 のEU内 の政治 的な判断が影響 してい る。外国人 を敵視 し人種差別的選挙戦 を

展 開 したオース トリア 自由党(FP6)と オ ース トリア国民 党(6VP)の 連 立政権 が2000年2月

に誕生 した時、 オース トリア以外 の当時 のEU加 盟14ケ 国 が 「オ ース トリア政府 に対す る抗議

措置」を とった。それに応 じる形 で、知識人 の代表 と してMarttiAhtisaari,JochenFrowein,

MarcelinoOrejaの 「三賢人」 が、 「共通 ヨーロ ッパ価値、 特に少数派 と移民者 の権利」 とい う

タイ トル の報 告書 を作 成 し、 オ ース トリア政府 が その 内容 を支 持 して い るこ と、 また同時 に

「FP6の 政 治 的特性」 に関す る報告 も行 った。 これが いわゆる 「賢者報告(Weisenbeirat)」 と

言 われ るもの で、 これに よってオ ース トリア政 府の少数派 に対 す る政策が他 のEU諸 国 に も認

め られ、 その内容 が連邦憲法第8条 第2項 に も記載 され ることにな ったのであ る22。

次 にメデ ィア政策 に関 して若干 の コメ ン トを述 べておきたい。 オース トリア政府 は独 占メデ ィ

アであ るオ ース トリア国営放 送(ORF)に お いて、少数言 語 をある程度配慮す る政 策を と って

い る。 ケル ンテ ンとブルゲ ンラン ドの地方 テ レビ放送 は週30分 、 ケル ンテ ンでは ラジオ放送 が毎

日45分 放送 され ている。 さ らにクロアチア人 のた めに週約300分 の ラジオ放送 が、ハ ンガ リー人

のために週25分 の ラジオ放送 と年 間4回(1回25分)の テ レビ放送 が、少数派言語 で放送 されて

い る23。 しか しこの電波 メデ ィアに よる放送時間数 では、少数派 子供た ちの少数派言語習得 と維

持 に宿命的な影響を与 えざるを得な いであろ う。放送局開設を巡 って も幾多の問題が生 じていた。

1994年 に ブルゲ ンラ ン ドで、 クロアチ ア人、 ロマ ・ジ ンテ ィ人 などに よ り構成 され たMORA

(mehrsprachigesoffenesRadio)協 会 が、私的な ラジオ ライセ ンスの申 し込 みを行 ったが、許

可 されなか った。 その後、最高裁判所 の判 断に基 づき、1997年 に少数言語 を配慮 した地域地方 ラ

ジオ周波数 の振 り分 けが行 われ、 ブル ゲ ンラ ン ドに1998年4月 以 降MORAの 関 与 した ローカ

ル ラジオ放送局 が開設 された。他方 ケル ンテ ンでは、derAgora/KorotanGmbHに 州 全体 に

及 ぶ二 言 語 の ラ ジオ放 送 ラ イ セ ンス が認 め られ、 さ らに ケ ル ンテ ンの一 部 地 域 にRTV
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Ljubliyanaの ケ ー ブル テ レビが受 け入 れ られてい る。 それ はORFが 、 現在 イタ リアに所属 す

る南 チ ロルの ドイツ語少数派 を気遣 い、南 チ ロルを含 む天気 図を放 映 してい る事実 と関連 づけ ら

れ る政 治 的な処 置 と言 われ て いる。 ま たス ロ ヴェニ ア語 によ る新 聞 は、 週刊 新 聞Slovenski

Vestomolとnastednikが 発 刊 され、 少数派 特有 のテーマ とその地域 ・地 方情報 を掲載 して

い る。

2.2学 校 言語政策

ケル ンテ ンの学校 問題 は、19世 紀中頃 か らの 同化 を促 進す るutraquistischeSchuleの 導 入

以来、常 に論争 が絶 えない。 ブルゲ ンラン ドでは学校政策上 の取組 が1920年 代 の初 めによ うや く

始 ま り、1994年 にその規則 が確立 された。ケル ンテ ンとブルゲ ンラン ドの学校言語政策 について、

以下 にその概 略を述 べ ることに したい24。

2.2.1ケ ル ンテンの学校言語政策

1955年 の 国家条約第7条 の少数派保護規定 によ り、 ケル ンテ ンの言語混合地域 では、教育上 の

観 点か らは非常 に懐疑 的なutraquistischerUnterrichtと い う形 ではあ るが、二つ の言語 によ

る授 業 が国民 学校(Volksschule)で 実 施 され て いた。 しか し1955年 の 国 家条 約提 携 後 に、

SchulvereinSUdmark(ジ ュー ドマル ク学校協 会)の ような ドイ ツ系 ナ シ ョナル勢 力 がKHD

(KarntnerHeimatdienst、 ケ ル ンテ ン郷土局)と い う上部団体 の下 で形成 され、二言語授業規

則 の撤廃 を激 しく要求 す ることにな った。 いわゆ る多数派住民 によ る 「学校 ス トライキ」後 に、

この規則 は1958年 に次 のよ うに変更 された。親 は 「親権」 によ って二言語地域 にい る彼 らの子供

を、二言語授業 か ら転 出 させ ることが可能 にな り、事実上 この二言語授業規則 は機能 しな くな っ

た。1958年 に この転出届 けを出した子供達は約1万 人に達 し、その内約半数 が母語 としてスロヴェ

ニア語 を話 していた と言 われてい る。 さらに1959年 の 「少数派学校規則」 によ って、 ス ロヴェニ

ア語授業 に出席す る場合 は、特別な個別の 「届 け出」が必要にな った。その結果1958年 以 前 には、

二言語 授業を受 けていた国民学校の生徒 はまだ10,030名 い たが、1958年 に は2,094名 、1965/66年

に は1,602名 、1980/81年 に は1,115名 と減少 した。90年 代初 めか ら受講生 数 は上昇傾 向が見 られ

る、1994/95年 に は1,368名 の 登録 があ り、 それ は少数 派学校法適 用地域全 生徒の23.66%に 相 当

す る。 その割合 は、 さ らに2000/01年 度 には28.20%、2005/06年 度 には36.25%に 増 加 して いる。

しか しこの二言語授業参加生徒 の半数 以上が ドイ ツ系住民 の子弟 であ った25。 これ はナ ショナ リ
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ズ ム 的色彩 の強 いケル ンテ ン州政府指導者 に対 す る一般住民 の抵抗 と反発 のあ らわれ といえ るか

もしれない。

この学 校 問題 は1980年 代 にケル ンテ ンで新 た な激 しい言語 政策 上 の論争 テ ーマ とな った。

KHDは 州 レベルで国民請願 を発案 したが、それ はケル ンテ ンの生徒達 を言語 とい う基準 によ っ

て区分す ることを求 め るものであ った。即 ち、 それは ドイツ系 の住民 に彼 らの ドイツ語 を話 す子

供達 を言語混合 クラスへ入 れないよ うに要請す るものであ り、 明 らかに分離授業 を強制す るもの

であ った。 この国民請願 は大衆政治家 のプ ロパ ガ ンダに もかかわ らず大多数 の見識 のあ る有権者

に支 持 され なか った。 しか しそれ に もかかわ らず オース トリアの主 要政党(6VP,SPO,FP6)

は、 少数派学校法 の条項追加 とい う形 で、1988年 に 国民議会 で この分離 モデルの承認決議 を行 っ

たのであ る。 その結果、両言語 が同一頻度 で使用 され る二言語授業 が実施 されたのは、 国民学校

の四年 間のみ とな った。

言語社会 的に重要 な意義 があ ると見 な されつつあ る幼稚 園での二言語教育 は、 ケル ンテ ンの幼

稚 園法 には存在 しない。 ケル ンテ ンの州議会政党 は民族 グループ諮 問委員会 によ るこの種 の提案

を無 視 したか らで ある。 さ らに1989年 に 国民議 会 に提 出 され た 「二言語教育 幼稚 園」 に関す る

「全オ ース トリア幼稚園法」 という草案 もオ ース トリア国民議会 によって反故 にされて いる。

ケル ンテ ンの共通言語地域 に24校 存在す る基幹学校(Hauptschule)で は、少数派学校法 に基

づいて、 ス ロヴェニア語授業 を選択 す る場合、次 の三 つの可能性 があ る。1)必 修科 目としてス

ロヴ ェニア語授業 を選択す る、2)選 択必修科 目として英語 の代 わ りにス ロヴェニア語 を週4時

間選択す る、3)自 由選択科 目としてス ロヴェニア語 を午後 に3時 間選択 す る。登録者数 が非常

に少 ない場合 は、多 くの学校 で この三 タイプの内いずれか一 つの講座 が開講 されてい る。

中等 ・高等学校(ギ ムナ ジウム)の 段 階では、スロヴ ェニ ア人 は1957年 に設 けられた 「ス ロヴェ

ニ ア人 の ため の連 邦 ギ ムナ ジウム(BG(Bundesgymnasium)undBRG(Bundesrealgymna-

sium)fUrSlowenen/ZveznagimnazijainzveznarealnagimnazijazaSlovence)法 」 によ って

一つ のギムナジウムを開設す ることがで きた
。 そこではスロヴェニア語が授業語 として導入 され、

それ によ りスロヴ ェニア語 を話す卒業試験(Matura)に 合 格 したイ ンテ リ層が増加 して いる。

1990年 に はさ らに二言語使用 のギムナジウム 「連邦商業 アカデ ミー(Bundeshandelsakademie)」

も開設 された。

しか しこのよ うなケル ンテ ンのス ロヴェニア人 に対 す る学校言語政策 では、両言語 によ る一貫

した二言語社会、 とりわけ十分 な母語 によ る社会化 は、全 く不可能 と言 わ ざるを得 ない。母語 に
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よる社会化は国民学校の第四学年以降中断を強いられている。子供や若者が学校教育を終えるま

での言語的知的発達全体が、現実には母語以外の外国語あるいは第二習得言語によって行われて

いる。中 ・高等教育(ギ ムナジウム)段 階では二言語による授業が整備 されているが、それにつ

ながる初等教育段階の二言語教育には、大きな課題が残 っていると言えよう。

2.2.2ブ ルゲ ンラン ドの学校言語政策

クロアチア人 とハ ンガ リー人 のためのブルゲ ンラン ドにおけ る学校言語政策上 の諸規則 は、第

一章 の歴史 的背景 か らも推測 でき るよ うに
、 ケル ンテ ンの諸規則 とは本質 的に異 な る。 ブルゲ ン

ラ ン ドでは両次大戦 間に教会 が少数派諸言語 を促進 させ る国民学校 の役割 を担 っていた。1937年

に よ うや く 「ブル ゲ ンラ ン ド州 学校法」(BurgenlandischesLandesschulgesetz)が 公 布 され、

それは1994年 ま で有効 であ ったが、1962年 の8学 年制 国民学校 の廃止 が否定 的に作用 した。1937

年 の 学校法 に よって保証 され ていた諸規則、 特 に クロアチア語 とハ ンガ リー語授業 の国民学校

(Volksschule)で の 保証 が、8学 年 制 国民 学 校 の廃 止 と共 に消 滅 し、 新 た な 「基幹 学 校 」

(Hauptschule)で は保証 されな くな ったか らで ある。1937年 の学校 法 によれ ば、70%以 上 の民

族 グルー プが いるゲマイ ンデ(Gemeinde)で は、少数 派言語が授業語 であ らねばな らない とさ

れていた。 ドイツ語 は必修義務科 目として各 ゲマイ ンデの全 ての国民学校 で導入 されていた。 そ

れ らの国民学校 の一部 では二言語授業 が導入 され、 クロアチア語 あ るいはハ ンガ リー語 が授業語

とされたが、実 際の授業 時間は週3時 間 とい う制 限 された時間数 であ る。 これは実質 的に ドイツ

語 が授業語 であ った ことを意 味 してい る。

幼稚 園に関 しては、1989年 の ブルゲ ンラン ド幼稚 園法 によ り、二言語幼稚園制度が設 け られた。

それによ り約30の ゲマイ ンデで、 クロアチア語 が教育言語 であ る ドイツ語 の補助 として使用 され

てい る。 これ らのゲマイ ンデ以外 では、教育権 を有 す る者 の少 な くとも25%以 上 が二言語 によ る

補助授業 を望 む場合 に、実施 されてい る。 ハ ンガ リー語 を話 す グループに関 しては、1990年 か ら

同様 の規則 が三 つの幼稚 園で実施 されてい る。 しか しそれ らの規則 によ ると、少数言語 を使用す

る時間数 は最低週6時 間のみ とされてい る。

1994年 に新 ブル ゲ ンラ ン ド少 数派学校法 が公布 され、国民学校、基 幹学校、一・般 中等 ・高等学

校(AHS=AllgemeinbildendeH6hereSchulen)、 教 育者 教育 機 関(Lehrer-undErzieherbil-

dung)の 授 業 を法制化 してい る。それ によ るとブル ゲ ンラ ン ドにはクロアチア語 あ るいはハ ン

ガ リー語 を授業語 とす る国民学校 が存在 し、 その国民学校 に通 うためには登録 が必要 とされてい
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る。 二言語授業 の国民学校 クラスを開 くためには最低7名 の登録者 が必要 とされてい るが、親 に

は子供達 が二言語授業 に出席 す るのを拒否 でき る権 限が与 え られてい る。基幹学校 には二種類 の

タイプが設 け られた。一 つは クロアチア語 とハ ンガ リー語 を授業語 とす るタイプで、 ドイツ語 は

必修科 目として週6時 間の範 囲で授業 が行 われてい る。 もう一 つのタイプは、 ドイツ語 が授業語

とされ、 クロアチア語 あるいはハ ンガ リー語 による授業 が補足的に行 われ るタイプであ る。 中等 ・

高等学校(ギ ムナ ジウム)で は、90年 代 初 めまで少数派言語 は実質 的に顧慮 されていなか った。

現在 で はEisenstadt,Oberschutzen,Oberpullendorf,Stegersbachの ギ ムナ ジウムで、 ク ロア

チア語 とハ ンガ リー語 を選択必修科 目として、 あ るいは 自由選択科 目として履修可能 にな ってい

る。Oberpullendorf/GornjaPljaに あ るいわゆ る 。PannonischesGymnasium"26で は、 他 の

少数派言語(即 ち クロアチア人 にとってはハ ンガ リー語、ハ ンガ リー人 にとっては クロアチア語)

が 第二 外国語 と して英語 に追加 され る形 で、選 択が可能 にな ってい る。Oberwart/Bortaで も、

1992年 に三言語 によ る民族 グループギムナ ジウムが開講 され、 ドイツ語 とクロアチア語、 ドイツ

語 とハ ンガ リー語 の二言語授業 が実施 され、一般 的な二言語授業以外 に、補足 的に週5時 間の民

族 グループ言語 によ る授業 も実施 されてい る。

この法規定 には以前 に比 べ るとい くつかの改善 がみ られ るが、民族 グループの意志 に反 して実

行 された問題点 があ る。即 ち、二言語授業 を拒否 す る権利 が含 まれてい ることであ る。

「生徒 は教育 権 に逆 らって、 クロアチア語 あるいはハ ンガ リー語 を授業語 と して使用 し、

あ るいは必修科 目として学習 す ることを、義務 づけ られ ることはない。」(§1(2)条 項)27

これはケルンテンにおける 「親権」重視の見解が影響 しているように思えるが、 この観点に基

づくと、親は彼 らの子供達に数学、英語、 ドイツ語など他の授業 も登録拒否 させることもできる

ようになる。「親権」が憲法で保証 されている生徒の 「教育権」を侵害することは許されないの

ではなかろうか。

2.2.3ロ マ ・ジンテ ィ人、 ウ ィーンのチ ェコ人 ・ス ロヴ ァキア人 と学校言語政策

ロマ ・ジンテ ィ人、 ウィー ンのチ ェコ人 とス ロヴァキア人、 あ るいは ウィー ンで生活 してい る

クロアチア人 とハ ンガ リー人 に関す る学校規則 に関 しては、現在全 く法 的な基盤 は存在 しない。

そ して彼 らの母語 を学校 で母語 として発展 させ学習 す る可能性 が彼 らには提供 されていない。学
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校運営に関して非常に長い経験 と知識を有するウィーンのチェコ人のみが、 ウィーンに私的な教

育機関をもっている。それはKomensky学 校財団によって運営されている。そこでは幼稚園か

ら上級段階ギムナジウム(Matura取 得)ま で、チェコ(ス ロヴァキア)語 と ドイツ語による

二言語教育が実施 されている。

ロマ ・ジンティ人の子供達はブルゲンランドで伝統的に二言語あるいは複言語(ロ マーニー語 ・

クロアチア語 ・ハンガリー語など)で 成長 したが、遊牧生活を中心 とす る彼 らは学校の授業に常

時通学できず、1938年 に彼 らに対して登校が禁 じられたこともあった。古代インドのサンスクリッ

トと同族関係にあるロマーニー語は地域的な差異が強 く、 この言語が母語 として習得 されるのは

個人的な社会、特に家庭内に限られていた。従 って、標準化 されていない言語を学校で教えるこ

とは、大きな困難を伴 っていた。

第二共和国においてロマ ・ジンティ人の子供達は学校に吸収統合 された。即ち、彼 らが異なる

母語を話 しているという事実が無視 されたのである。その結果 として、通常の基幹学校修了が与

えられず、特別学校に残 る生徒が増えた。それは移民子弟によく起 こる事であるが、彼 らは母語

で授業が受けられず、外国語(ド イツ語)で アルファベットを教えられ、不十分な言語によって

偏狭な知識を詰め込まれ、学習領域全般が未消化になった。家族達 も家庭内で彼 らの言語を話 さ

なくなるケースも増えてきている。彼 らが少数派 として公の機関、特に学校などの教育機関で、

どの程度認識 されているかは疑問の余地がある。 この民族 グループは1993年 にオース トリア政府

によって公的に少数派グループと認定 されているにもかかわらず、1994年 のブルゲンランド少数

派保護法では全 く顧慮 されていないのである。

3.0少 数 派 の 二 言 語 性 と ア イ デ ン テ ィ テ ィ

上 述 した よ う な言 語 政 策 の 下 で 、 い わ ゆ る 「二 言 語 性 、 二 言 語 使 用、 二 言 語 併 用 」

(Zweisprachigkeit,Bilingualismus,Diglossie)は 、 言 語少数派 の社会 にお いて どの ように展

開 されてい るのであろ うか。

Bilingualismusは ケ ル ンテ ンでは、 実質的 にス ロヴ ェニア民族 グループに所属す る人 たちに

関わ りのあ る現象 とされてい るが、 そ こでは一面 的な二言語性 であ り、 その限 りでは本来 の意 味

でのダイグ ロシア的な状況 とは言 えない。 なぜな ら少数派言語 であ るス ロヴェニア語 は ドイツ語

多数派住民 に とっては実質 的に機能 していないか らであ る。 またス ロヴェニア住民 に とって もス

ロヴ ェニア語 を使用する社会的場面 と状況が限定 されている。彼 らの半数以上が家族内でスロヴェ
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ニ ア語 を話 してい るが、祖父母 とは50%、 両 親 とは47～48%、 兄 弟姉妹 間では30%と 、 家族 内で

も話 し相手 によ って使 い分 けを してい る。家族外 ではス ロヴェニア語 の使用範 囲が極端 に少 な く

な る。教 会の牧師 との会話で は54.4%の ス ロヴ ェニア人がス ロヴェニ ア語 を話 している。 さらに

隣人 とは54.1%、 仕 事仲間 とは29.4%、 教 師 とは17.8%、 医 者 とは14.8%、 警 官 とは10.3%と い う

データがあ る28。

ブルゲ ンラ ン ドの クロアチア人 とハ ンガ リー人 も、彼 らの言語 を主 に家族 内 と宗教領域 に限定

してい る。 ゲマイ ンデ 内で彼 らの言語 を話す割合 は、 クロアチア人で61%、 ハ ンガ リー人 で40.3

%、 家 族内で はそれぞれ61%、54.1%、 教 会 では63.5%、28.7%、 職 場 では39.8%、35.7%で あ る29。

従 って、 ケル ンテ ンのス ロヴェニア人 におけ るよ うに、言語使用相手 を家族 内に極力制 限す ると

い う厳 しい状況 は、ブルゲンラン ドで は見 られない。 ブルゲ ンラ ン ドの クロアチア人 もハ ンガ リー

人 も日常 の会話 で、 それぞれ79.2%、86.3%の 人 々が彼 らの言語 を使用 して いる30。 この よ うな

データか ら、 ゲマイ ンデ、教会、家族 においては、 ブルゲ ンラン ドの クロアチア人 とハ ンガ リー

人 は、 ケル ンテ ンのス ロヴェニア人 よ りも、彼 らの言語使用 ネ ッ トワー クをよ り強 く活発 に活用

してい ると判 断でき る。

言語少数派 の 「二言語性」 は言語政策 的に法規定 な どで制 限 され る場合 が多 いが、少数派 自ら

の 自意識、 つま り少数派 自身 のアイデ ンテ ィテ ィと関わ りが多 い ことも確 かであ る。 そ こで次 に

アイデ ンテ ィティの観点か ら、ケル ンテ ンとブルゲ ンラ ン ドの言語少数派について考 えてみたい。

3.1ケ ル ンテンの少数派 とアイデ ンティティ

ー般 的に言語 はアイデ ンテ ィテ ィの本質 的な構成要素 であ ると言 われてい る
。 オース トリアに

おいて も、言語(オ ース トリア ドイツ語)は 同 じ ドイツ語 圏に属す る隣国 ドイツ とスイスに対 し

て、 オース トリア内の外 国人 に対 して、 また土着少数派 に対 して、 アイデ ンテ ィテ ィを主 張す る

重要 な要素で ある31。 その場合、 同 じオー ス トリア人 であ って も母語 が異な る土着少数派 の人 た

ちに とって、言語 とアイデ ンテ ィテ ィの関わ りを どのよ うに理解す れば良 いのであろ うか。

少数派 の多数派 への同化 プ ロセス、 ゲルマ ン化 プ ロセスは様 々で非常 に多様 であ る。少数派言

語 の維持 も、多数派言語 への同化 も多大 な心 的労力 を必要 とす る。 しか しこの努力 は少数派側 の

みで、多数派住民 には必要 ではないのが現実 であ る。

ケル ンテ ンのス ロヴ ェニア人 に関 して、Merkacは イ ンタ ビュー した若者 達の 「自己理解」

を次 の三 つの理念 タイプに区分 してい る32。
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1「 自意識 の高 いスロヴェニ ア人」:た とえ不利益 を被 ろ うとも、 日常語 として常 にス ロヴェ

ニア語 を話 してい る。

2「 中性的 なスロヴェニ ア人」:民 族 グループに所属 してい るのを隠 し、 自発 的にス ロヴェニ

ア語 を話 さず、 その少数言語使用 を第三者 か ら制 限 されてい ると感 じてい る。

3「 多数派 に重心 を置 いて いるスロヴェニ ア人」:子 供 時代 にはス ロヴェニア語 を話 していた

が、現在 では 日常語 として ドイツ語 を頻繁 に使用 してい る。 自らは多数派 と少数派両 グルー

プに所属 してい ると感 じてい るが、第三者 か らは多数派 に所属 してい ると見 られてい る。

さらに 「二言語性 とアイデ ンテ ィテ ィ」研究 プ ロジェク トでは、次 の五 つの理念 タイプにケル

ンテ ンのス ロヴェニア人 が区分 されてい る33。

1「 政治的 に活発で意識 の高 いタイプ」:た とえ不利益 が生 じる場合 で も、彼 らは出来 る限 り

少数派 の言語 を話 す。 さらに少数派 を敵視 す る政策 を批判 し、民族 グループに も参加 す る。

2「 意識の高 いタイプ」:彼 らは 自己定義 の維持 を支援す るス ロヴェニア人組織 のネ ッ トワー

ク内で生活 してい る。彼 らも出来 る限 り少数派言語 を話 す。

3「 両文化 圏へ行 き来す るタイプ(Kulturpendler/in)」:彼 らは 日常生 活では、民族 グルー

プ との接触 を失 っていて、主 に ドイツ語 を話す人 々 と関わ りがあ る。 しか しまだス ロヴェニ

ア出身 であ ることを意識 してい る。彼 らは話 しかけ られ ると少数派言語 を話 し、両言語文化

への親近性 を強調 してい る。

4「 多数派へ 同化 されたタイ プ」:彼 らは経済 的に多数派へ の順応 を強 い られ た。 いわ ゆ る

Urangst(根 源 的な不安)が 彼 らの アイデ ンテ ィテ ィ変換 の要 因である。他者 か ら話 しかけ

られなければ少数派言語 は滅多 に話 さず、少数派 の現在 の権利 に満足 してい る。

5「 ラディカル に同化 され たタイプ」:彼 らは貧窮化 したプ ロレタ リアー ト出身 で、多数派 へ

の順応を強い られた。彼 らの社会的な地位 は、ス ロヴ ェニア出身 を公的に否定す ることによっ

て得 られた と思 ってい る。 彼 らはUrangstが 自 己嫌悪 を正 当化す る手助 け とな ってい ると

思 ってい る。 それ故、彼 らは 自身 のルーツを隠蔽 し、少数言語 も話 さない。 む しろ少数派敵

視 サー クルに参加 し、少数派 の権利維持 に反対 してい る。

Markacの 三 タイプ区分 はコ ミュニケ ー ション場面 での心理 的 な状 況を示 し、一 般的 に どの

少数派 社会 に も見 られ るが、「二言語 性 とアイデ ンテ ィテ ィ」研究 プロ ジェク トの五 タイプ区分

は、彼 らの置 かれてい る特殊 な立場 を社会 的によ りリアルに反 映 してい るよ うに思 え る。後者 の

「タイプ1」 は スロヴ ェニ ア人 としての アイデ ンテ ィテ ィ意識が高 く、 またス ロヴェニ ア語 を重
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視 してい る。逆 に 「タイプ4」 がその対極 で、 ス ロヴェニア人 としてのアイデ ンテ ィテ ィ意識 が

低 く、 スロヴ ェニア語 に関す る関心が低下 してい る。「タイ プ5」 は完全 に少数派敵視 グループ

にな り、 む しろ ドイツ系 ナ ショナルグループ と見 な されてい る。

「言語 はアイデ ンテ ィテ ィを構成 す る重要 な要素 であ る」 という一般 的によ く言われ るテーゼ

と 「多数派へ の同化 プロセス」との関係 を、どの ように理 解すれば いいのであ ろうか。ケル ンテ ン

では歴史的 に言語的な コンセプ トが心理的社会 的な働 きを担 って きた。 その代表的な例が、 「ヴィ

ン ト語(Windisch)」 で ある。 この言語 を話 す住民数 は、2001年 の 国民調 査で は568名 と記 され

てい る34。 このヴ ィン ト語 は言語 系統的な分類 と しては独立 した一言 語 とは認 め られ ないであろ

うが、言語 ・文化変換者 にアイデ ンティテ ィを提供す るものと して、 ケル ンテ ンの ドイツ系 ナシ ョ

ナ リス トで歴史 家 とされ るMartinWutteに よ って流 布 された いわゆ るWindischentheorie35

の根 幹 を形成 す る要素 であ る。 この言語 「ヴィン ト語」 はス ロヴェニア語 の特性 を備 えてい るに

もかかわ らず、政治 的 ・保守 的な意 味で、 ス ロヴェニア人 の言語 ではない可能性 を示す もの とさ

れてい る。 これはまた言語 の差異 を強調 しな くて も、社会 的に享受 され るアイデ ンテ ィテ ィ定義

が可能 であることを、示 した ものであ る。 この種 の 「中間 アイデ ンテ ィテ ィ」を所有する者達 が、

アイデ ンテ ィテ ィ変換者達 として、 つま り 「仲 間はず れの労働者」 として多数派側 へ寝返 り、少

数派敵視 の責任 を負わ され ることにな ったのであ る。従 って、 ケル ンテ ンでは民族 的 ・言語 的ア

イデ ンテ ィテ ィは、政治 的アイデ ンテ ィテ ィと直結 してい る。 ス ロヴェニア語 を話 す ことは、言

語 的 ・民族 的なメル クマールのみな らず、政治 的なメル クマール とも見 な され るのであ る。

3.2ブ ルゲ ンラン ドの少数派 とアイデ ンティティ

ケル ンテ ンとは異 な って、 ブルゲ ンラン ドにおけ る状況 は本質 的に少数派敵視 の 「度合 い」 は

低 い。 クロアチア語に対す る、またその言語 と結びついて いるアイデンテ ィテ ィに対するネガテ ィ

ヴな見解 は少 ない。 また多 くの他 の少数派 とは異 な って、 自己嫌悪 の兆候 が存在 しない。 クロア

チア語 を学習 した り、 それを話す ことは、 ア ウ トサイダー と結 びつ くとい う見解 や意見 は拒否 さ

れている。 ブルゲ ンラ ン ドのクロアチア人に とって、 アイデ ンテ ィテ ィ構成の 中心には、 「血統 ・

伝統」 で はな くて 「言語 」が ある ことを次 のデー タが示 してい る。 「何 が クロアチ ア人 である こ

とを感 じさせ るか」 と言 う問いに、58%が 「クロアチア語」を、20%は 「故郷 とい う連帯感」 を、

17%が 「文化 と伝統」 を、9%が 「自己意識 ・性格」 を、7%が 「音楽 への愛着」 を、 そ して7

%が 「その他」 をあげてい る36。
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Holzer/Munzは 、 複言語話者で あるブルゲ ンラ ン ドの クロアチア人 とハ ンガ リー人 のタイポ

ロギーを次 の四つの理念 タイプに区分 してい る37。

「タイプ1」:ク ロアチア語 あ るいはハ ンガ リー語 を公私 ともに使用 し、 印刷 ・電子 メデ ィアで

もその言語 を使 ってい る人 々であ る。 クロアチア人 の65%が 、 ハ ンガ リー人 の33

%が このタイプに属 す る。

「タイプ2」:そ れ らの言語 を公私 ともに使用 してい るが、 印刷 ・電子 メデ ィアでは使 っていな

い人 々であ る。 クロアチア人 の15%が 、 ハ ンガ リー人 の23%が このタイプに属 す

る。

「タイプ3」:そ れ らの言語 を私 的にのみ使用 し、 印刷 ・電子 メデ ィアで も使 ってい る人 々であ

る。 クロアチア人 の10%、 ハ ンガ リー人 の15%が このタイプに属 す る。

「タイプ4」:そ れ らの言語 を私 的にのみ使用 し、 印刷 ・電子 メデ ィアでは使用 していない人 々

であ る。 クロアチア人 の10%、 ハ ンガ リー人 の29%が このタイプに属す る。

「タイプ1」 に属す るクロアチア人が65%、 「タイプ1」 と 「タイプ2」 に属 す るクロアチア人

が80%も い ることは驚異 的であ る。 またハ ンガ リー人 も 「タイプ1」 と 「タイプ2」 を合計 す る

と56%と な り、半数 を超 えてい る。従 って、 ブルゲ ンラン ドでは、少数言語 が公私 ともに使用 さ

れてい ることが、 このデータか ら明かであ る。

またブルゲ ンラン ドでの多数派 への同化圧力、 ゲルマ ン化圧力 が、 ケル ンテ ンにおけ る場合 と

較 べ ると、少 ない ことも明 らかであろ う。 ブルゲ ンラン ドにおけ る多数派 への同化要 因は、少数

派 自らが社会 的に 「現代化」 す るためのプ ロセスに見 られ る。即 ち、社会 の 「現代化」 と共 に、

OVPと カ トリック教会 の力 が弱 ま り、 社会民主派(SP6支 持 者)が 増加 し、 この社会民主派

達 がいわゆ る民族 の分化作業 を進 め、多数派 への同化 を促進 したのであ る。 ブルゲ ンラン ドでは

ケル ンテ ンにおけ る 「ヴィン ト(語)人 」 のよ うな 「中間アイデ ンテ ィテ ィ」 の存在 を必要 とし

なか った と考 え られ る。 ブルゲ ンラン ドでは言語 的 ・民族 的なアイデ ンテ ィテ ィは、 ケル ンテ ン

におけ るよ うに、政治 的アイデ ンテ ィテ ィと直結 してい るとは言 えない。特 にブルゲ ンラン ドの

クロアチア人 は、子供 の頃か ら 「二重 アイデ ンテ ィテ ィ」 を構築 してい ると言 われてい る。彼 ら

にはナ シ ョナ リス トにな る意志 はな く、 「クロアチア語 を母語 とす るオース トリア人」 とい う意

識 が強 い。彼 らに とっての 「二重 アイデ ンテ ィテ ィ」 とは、 「伝統」 と 「現 代」の間 にある もの

と言 えよ う。 また クロアチア的なアイデ ンテ ィテ ィは出来 る限 り人 目につかない ものであ らねば

な らない とい う感覚 もあ る。言語 とい うクロアチア的アイデ ンテ ィテ ィは心 的 ・内的な もので、
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民 族 グループに とってそれが外 的な シンボル的存在 とな ってはな らないのであ る。従 って、彼 ら

は二言語地名標識 の設置 を、 ケル ンテ ンのス ロヴェニア人 のよ うに表立 って 自ら要求 しよ うとは

しなか った。二言語地域標識 の設置 は 「二重 アイデ ンテ ィテ ィ」 の外面 的な現実化 につなが ると

い う不安 を彼 らが抱 いてい るか らであろ うか。 ケル ンテ ンでの激 しい対立論争 が、 ブルゲ ンラン

ドの土着少数派 になん らかの影響 を与 えていた ことは確 かであろ う。 ブルゲ ンラン ドの複数言語

によ る地名標識 の設置 が、憲法 で認 め られていたに もかかわ らず、45年 間 も放置 されていた理 由

も、 この 「二重 アイデ ンテ ィテ ィ」 にあ った と考 え られ る。 この 「二重 アイデ ンテ ィテ ィ」 につ

いては、 さらに 「オース トリアアイデ ンテ ィテ ィ」 との関係 も含 めて議論 すべきであろ うが、 こ

こでは紙面 の都合 で割愛 せ ざるを得 ない38。

4.0お わ りに

第一章で述べたように、歴史的な背景をたどるとオース トリアの土着少数派であるケルンテン

のスロヴェニア人 とブルゲンランドのクロアチア人、ハンガリー人、 ロマ ・ジンティ人では状況

が異なることは明かである。ケルンテンでは19世紀中頃まで ドイツ系 とスロヴェニア系民族が共

存 していたが、その後今 日に至 るまでその争いは継続 している。1955年 の国家条約署名後 も多数

派への同化政策をめぐって争いは絶えない。他方、ブルゲンランドのクロアチア人 とハンガリー

人およびロマ ・ジンティ人に関しては、状況が異なる。 クロアチア人にとってブルゲンランドは

本来の彼 らの居住地ではなく、16世 紀に農業移民 として移住 してきた土地である。第一共和国時

代を除いて ドイツ系住民 と対立する状況はケルンテンほど激 しくはなかった。ハンガリー人に関

しては、 この地は歴史的にも本来ハンガリー側に属 していたため、むしろ ドイツ系住民が新たな

移住者 という捉え方が自然である。 ロマ ・ジンティ人に関しては、前述 したとおり、ブルゲンラ

ンドの他民族 とは異なり、歴史的には定住民族 として扱われていなかった。 ウィーンのチェコ人

とスロヴァキア人に関しては、歴史的にみればオース トリア帝国の政治に直接影響を受け、翻弄

された民族であると言えよう。

第二章で述べたように、国際的な各機関、各国の憲法、人権宣言などで明記 されている少数派

保護理念は、現在のオース トリア第二共和国ではまだ完全に現実化 されていない。オース トリア

では1867年 にハプスブルク帝国時代の国家基本法で、少数派保護理念が早々と宣言 され、1920年

のサンジェルマン国家条約でもその理念が確認 されている。特に1955年 の国家条約第7条 では、

「数原理」を導入せず少数派の保護を重視 していたが、その施行法 と見なされている1976年 の民
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族グループ法では 「数原理」が導入された。たとえばケルンテンでは、二言語地名標識設置には、

少数派住民の割合がその地域住民全体の25%以 上必要であり、二言語役所言語導入には20%以 上

が必要 となった。 この民族グループ法実施の結果、ケルンテンでは二言語使用地域の六分の一で

のみ二言語地名標識の設置が認められ、また二言語役所言語は35ゲ マインデの内14ケ所でのみ可

能 となったが、二言語地名標識の設置数に関して、現在でも未だに論争が続いている。またケル

ンテンでの学校言語政策 もその影響を受け、二言語授業 クラス導入が、多数派による 「親権」重

視を掲げる 「少数派授業規則」によって制限されている。他方、ブルゲンランドでは1955年 の国

家条約、1976年 民族 グループ法公布後 も、具体的な処置が執 られず、放置状態のままであった。

1990年 に役所言語に関してクロアチア語 とハンガ リー語の使用が認 められたが、州首都である

Eisenstadtは その使用が除外 されている。またブルゲンラン ドの二言語地名標識問題は2000年

まで放置 されていた。学校言語政策に関しても、教会が国民学校の役割を果たしていたという伝

統的な慣例が強 く、1937年 のブルゲンランド州学校法、1994年 の新ブルゲンランド少数派学校法

が公布されるまで、法的な規定が存在しなかった。1994年 以降、ケルンテンの影響を受け 「親権」

を掲げ ドイツ系多数派への同化を重視 し始めている。少数派のグループ内で意見対立があること

は自明であるが、その対立の度合いがケルンテンでは激 しく、ブルゲンランドでは穏やかであっ

たと言えるかも知れない。

第三章で述べたように、総体的に見れば、少数派に常に伴 う 「二言語性」 とアイデンティティ

の問題は、ケルンテンにおいては、多数派の ドイツ系住民の問題ではなく、少数派であるスロヴェ

ニア人側の問題であり、本来の意味でのダイグロシア的な状況 とはなっていない。「二言語性」

は少数派に属する単なるメルクマールに過ぎず、両言語がコミュニケーション手段 として使用 さ

れるダイグロシア的な状況にはない。アイデンティティ定義に関しても、ケルンテンでは少数派

言語を話す ことが政治 と直結 し、言語がアイデンティティを構成する主要要素 と言い切れない状

況にある。故に、彼 らにとって 「二重アイデンティティ」は社会的にも個人的にも非常に負担に

なりアイデンティティ・ス トレスを生み出している。他方ブルゲンランドにおいては、 この 「二

言語性」「複言語性」 という問題は、少数派のみの問題ではな く、ブルゲンラン ド地域全体の問

題 として取 り上げられているように思える。ブルゲンランド少数派では、言語を彼 らのアイデン

ティティ構成の中核 と定義づけ、いわゆる 「ウィークエンド・アイデンティティ」 として、彼 ら

の少数派言語をゲマインデや家族内で楽 しむ余裕があるように思える39。しか しそれはあくまで

も心的 ・内的な領域に留まっていて、その言語的アイデンティティをケルンテンのように政治的
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アイデンティティと直結 させてはいないのである。

このように同じオース トリアの土着少数派であっても、ケルンテンのスロヴェニア人 とブルゲ

ンランドの少数派(主 にクロアチア人 とハンガリー人)の 間では、二言語性 とアイデンティティ

の観点から、大きな違いが見 られるのである。それは単なる国民調査結果に表れる住民数からは

判断できない第一章で述べた歴史的な背景の差異 と第二章で述べた言語政策上の対立が影響 して

いると言わざるを得ないであろう。 この二つの地域における土着少数派の住民数は現在減少傾向

にある。住民の高齢化が進み、多数派への同化傾向が加速 されていることは確かである。住民の

高齢化、若年層の減少、そしてウィーンなどの大都市への住民流出と連動 して、EUの 統合 ・拡

大により、ケルンテンではスロヴェニア共和国から、ブルゲンランドではハ ンガ リー共和国から、

各民族ギムナジウムへ通学する若者が増えている。 これは少数派学校言語政策に新たな影響を与

えるかもしれない40。

オース トリアの少数派については、本稿で取 り上げた土着少数派だけでなく、すでに住民数の

上で土着少数派を上回っている 「新少数派」、特に東の解放とEU統 合 ・拡大により押 し寄せて

きた東 ヨーロッパからの移民、特に旧ユーゴスラヴィアからの移民 とさらにアラブ系及び トルコ

系住民についても述べる必要があるが、 これらについては新 しい資料の整備を待 って、稿を改め

て論 じることにしたい。
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